
頁

１．事業の位置付け

福祉部　障がい福祉課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
□ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
■ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

成果指標①

指標名 スポーツ大会等参加者数 単位 人

説明・算定式 －

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度

障がい者が市民とともにスポーツ・レクリエーション活動
などに参加して楽しんでいます。

障がい者の社会参加を促進するとともに、障がい者に対す
る市民の理解を深めるため、スポーツやレクレーション活
動、団体活動などの事業実施や運営を支援します。

活動指標①

指標名 スポーツ大会等開催回数 単位 回

説明・算定式 －

平成19年度
1515

目標

目標

131414実績

平成21年度

対象・受益者 障がい者 事業期間
委託、協働

目的・目標 事業の概要

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 1

事務事業名
事業担当

社会参加・交流促進事業

心身障がい者のスポーツ・レクリエーション活動や義肢装
着者や視覚障がい者の社会参加を促進するための歩行
訓練などを推進するための事業であり、必要性は高いと思
われます。

ミニ運動会については、参加者の意見を反映させるなど、
事業手法等の改善を図っていることから、有効性は高いと
思われます。

スポーツ大会は、国、県で実施している事業で例年どおり
実施する。訓練会は現在の手法が妥当か否か検討する必
要があります。

分析の視点

③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する
'02

●
○

事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち
'03

2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する
根拠法令等

○
●
○

ミニ運動会は、大学交流の一環として東海大学生に企画・
運営を委ねているが、参加者ニーズを反映した内容の企
画や人員配置を効率的に行う必要があります。

目標

実績

先の視点に関する分析・課題の抽出

●
○事

業

分

析

項目 総合評価

必要性

有効性

妥当性

効率性

●
○

○

14
平成20年度

平成20年度 平成21年度

460045004400目標

4397 4423 4393実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ

主な取組と成果

平成19年10月28日に総合公園にて
福祉フェスティバルの一環として
「ミニ運動会」を実施し、約
1,000人が参加した。また、平成
19年4月8日から同年12月2日ま
で、身体・知的障がい者が、陸上
競技・卓球・サウンドテーブルテ
ニス・フライングディスク・水泳
大会に参加した。その他、身体障
がい者が所属団体ごとに歩行訓練
会に参加し、身体機能の維持、向
上を図った。これらにより障害者
の社会参加を促進をすることがで
きた。


平成20年10月19日に総合公園にて
福祉フェスティバルの一環として
「ミニ運動会」を実施し、約
1,000人が参加しました。また、
平成20年４月20日から７月27日ま
で、身体・知的障がい者が、陸上
競技・卓球・サウンドテーブルテ
ニス・フライングディスク・水泳
大会に参加しました。その他、身
体障がい者が所属団体ごとに歩行
訓練会に参加し、身体機能の維
持、向上を図りました。これらに
より障がい者の社会参加を促進を
することができました。

平成21年10月25日に総合公園にて
福祉フェスティバルの一環として
「ミニ運動会」を実施し、約
1,000人が参加しました。また、
平成21年４月12日から７月12日ま
で、身体・知的障がい者が、陸上
競技・卓球・サウンドテーブルテ
ニス・フライングディスク・水泳
大会に参加しました。その他、身
体障がい者が所属団体ごとに歩行
訓練会に参加し、身体機能の維
持、向上を図りました。これらに
より障がい者の社会参加を促進を
することができました。

検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

－

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

2

進
捗
状
況

再任用　(人)
内
訳

人件費　(B)
フルコスト　(A+B)

遅れている
理由

：予定どおり
－ －

6,267
10,018

0
0

今後に向けた
課題

それぞれの事業としての必要性、
有効性などの評価は高いが、ミニ
運動会での人員配置などの効率化
は必要と考える。

それぞれの事業としての必要性、
有効性などの評価は高いものの、
ミニ運動会における人員配置など
の効率化は必要と考えます。

それぞれの事業としての必要性、
有効性などの評価は高いものの、
ミニ運動会における人員配置など
の効率化は必要と考えます。

：予定どおり ：予定どおり

：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

財
源
内
訳

一般財源

国庫支出金
県支出金

起債
その他　特財

3,549
3,751
98.04

事業費　(A)
執行率　(%)

職員　(人) 0.75

事業内容

「ＹＥＳ，愛ＤＯ」、ミニ運動会の開
催等

「ＹＥＳ，愛ＤＯ」、ミニ運動会の開
催等

「ＹＥＳ，愛ＤＯ」、ミニ運動会の開
催等

135

11,836

0.95
0.00
7,972

0.00
7,972
11,787

0
0

3,570
3,864
100.99

0.00

0
0

67
150
75

196

3,590
3,815
99.71
0.95

98

平成２１年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成１９年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

福祉部　障がい福祉課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
■ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
□ 事業の目的、対象、内容
■ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

一般就労が困難な障がい者に対する日中活動を支援する
社会的資源として、必要性は高いと思われます。 ●

○

有効性

障害者地域作業所の法内移行を推進することにより、障が
い者が、安定した経営基盤に基づく良質のサービスを受け
られることから、有効性は高いと思われます。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

現行の障害者地域作業所に対する支援は、県市協調によ
る補助事業となっており、受益者負担を伴う他の障害福祉
サービスとの公平性に欠ける面があります。

○
●
○

効率性

移行先の法内事業として地域活動支援センターが想定さ
れますが、当該事業は市の所管事業であるため、事業ス
キームの検証が必要です。

○
●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 地域作業所等の利用人数（小規模通所授産施設２か所を除く）

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 通所人数 単位 人

目標 470 490 260
実績 469 357 257

実績

単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標

実績 27 22 16

説明・算定式 地域作業所等の設置箇所数（小規模通所授産施設２か所を除く）

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 27 29 16

目的・目標 事業の概要
障がい者が地域作業所等に通所しながら、生産活動を通じ
て社会参加し、働く喜びを感じています。

作業活動を通じて就労意欲の向上と社会生活への適応を図
るため、一般就労が困難な障がい者に就労や生産活動の機
会を提供するなどの支援を行います。

委託、協働

活動指標①

指標名 地域作業所等箇所数 単位 箇所

対象・受益者 障がい者 事業期間

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち
'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する
'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する

事業種類

根拠法令等 平塚市障害者地域作業所運営等事業補助金交付要綱他

事務事業名 作業活動等支援事業
事業担当

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 3

活動指標②

指標名



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

現在の障害者地域作業所の運営状
況の把握と法内事業への移行推進
のための支援が課題となってい
る。

法内事業へ移行した障害者地域作
業所の運営状況等を踏まえなが
ら、引き続き障害者地域作業所の
法内事業への移行を推進します。

障害者地域作業所の障害者自立支
援法事業への移行について、各作
業所からの移行計画が出そろった
ため、今後は事務事業として着実
に移行を推進します。

主な取組と成果

一般就労が困難な障がい者に、創
作的活動、生産活動、社会との交
流促進等の場を提供する障害者地
域作業所に対して支援を行った。
また、障害者自立支援法の施行に
伴う法内事業への移行に向け、研
修を始めとする全体説明会や個別
相談を実施した。これらにより就
労意欲の向上を図った。

一般就労が困難な障がい者に、創
作的活動、生産活動、社会との交
流促進等の場を提供する障害者地
域作業所に対して支援を行いまし
た。また、障害者自立支援法の施
行に伴う法内事業への移行に向
け、研修をはじめとする全体説明
会や個別相談を実施しました。

一般就労が困難な障がい者に、創
作的活動、生産活動、社会との交
流促進等の場を提供する障害者地
域作業所に対して支援を行いまし
た。また、障害者自立支援法の施
行に伴う法内事業への移行に向
け、研修をはじめとする全体説明
会や個別相談を実施しました。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 345,049 285,922 218,148
人件費　(B) 12,587 12,587 12,534

内
訳

職員　(人) 1.50 1.50 1.50
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 99.59 81.88 61.59
事業費　(A) 332,462 273,335 205,614

その他　特財 10,436 8,971 6,176
128,533

県支出金 119,830 92,753 70,905財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 202,196 171,611

事業内容

地域作業所運営支援など 地域作業所運営支援など 地域作業所運営支援など

4

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

福祉部　障がい福祉課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ ○ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
■ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 5

○

有効性

ひらつか就労援助センターは、障がいに関する専門知識
や職場開拓に関するノウハウを有し、障がい者の就労支
援策として非常に有効です。 ○

妥当性

事業目的が障害者自立支援法の理念である就労支援で
あり、十分に妥当性は高いと思われます。

○

●

●

成果指標②

一般就労者数 単位 人

説明・算定式 ひらつか就労援助センター利用者及び協力事業所で就労している人数

実績 184 173 145

目標 172 185 190
平成19年度

270 340 345
平成19年度 平成20年度

成果指標①

相談件数 単位 件

説明・算定式 電話相談・来所等による障害者の利用実績

実績 2486 3205 2154

説明・算定式 －

実績 360 360 360

活動指標②

ひらつか就労援助センター登録者数等 単位 人

説明・算定式 ひらつか就労援助センター登録者数及び障害者雇用就労協力事業所就労者数の合計

実績 337 354 589

目標

事務事業名 障害者就労促進事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02

事業の概要
障がい者に就労の機会が広がり、職場に定着しています。 障がい者の就労や職場定着を支援するため、障がい者本人

や就労援助センター、福祉的就労協力事業所などに助成し
ます。

活動指標①

ひらつか就労援助センター就労に関する相談窓口設置日数 単位

神奈川県地域就労援助センター事業実施要綱

総合評価

必要性

障がい者の就労の拡大や職場適応能力の向上を図るた
め、就労に関する相談、訓練、職場開拓などを行うひらつ
か就労援助センターへの支援は必要です。

●
○

●
○

事

業

分

析

効率性

国制度の障害者就業・生活支援センター事業を併設するこ
とにより、従来よりも補助金の効率化が図られています。

○

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出

平成20年度 平成21年度

指標名

指標名

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 2400 2500 2500

平成21年度

指標名

指標名

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 360 360 360

日

対象・受益者 障がい者 事業期間
委託、協働

目的・目標

根拠法令等

'02
③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する'03
2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する

基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ｂ

今後に向けた
課題

平塚市自立支援協議会と連携し
て、ひらつか就労援助センターの
活用と機能強化を図り、障がい者
の就労を促進する。

ひらつか就労援助センターの活用
と機能強化を図るとともに、障が
い者雇用に対する企業側の理解と
雇用の創出を促進します。

ひらつか就労援助センターの活用
と機能強化を図るとともに、障が
い者雇用に対する企業側の理解と
雇用の創出を促進します。

主な取組と成果

ひらつか就労援助センターの新規
相談者は１１５名で、内３３名が
一般就労した。障害者福祉的就労
協力事業所奨励金については、４
事業所に交付した。これらにより
障がい者に就労の機会を広げた。

障害者の就労や職場への定着を支
援するため、就労援助センターに
助成をしました。ひらつか就労援
助センターの新規相談者は108名
で、内25名が一般就労しました。
また、障害者福祉的就労協力事業
所奨励金を３事業所に交付し、障
がい者の就労機会を広げました。

障害者の就労や職場への定着を支
援するため、就労援助センターに
助成をしました。ひらつか就労援
助センターの新規相談者は136名
で、内31名が一般就労しました。
また、障害者福祉的就労協力事業
所奨励金を３事業所に交付し、障
がい者の就労機会を広げました。

：成果があがった ：成果があがった ：おおむね成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

内
訳 再任用　(人)

フルコスト　(A+B) 33,482 19,432 19,759
人件費　(B) 7,552 7,552 7,939

0.00 0.00 0.00

6

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額

遅れている
理由

－ － －

11,820

検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

国庫支出金 0 0

95.47 45.55 45.32
職員　(人) 0.90 0.90 0.95

執行率　(%)
事業費　(A) 25,930 11,880

事業内容

ひらつか就労援助センター運営
支援など

ひらつか就労援助センター運営
支援など

ひらつか就労援助センター運営
支援など

12,965 3,455 3,956

財
源
内
訳

一般財源

起債
県支出金 12,965 6,790 5,910

その他　特財 0 1,635 1,954

0

0 0 0



頁

１．事業の位置付け

福祉部　障がい福祉課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

就労を支援する社会資源が持つ特徴をいかし、より多くの
障がい者に就労の道を開くための事業として、必要性は高
いと思われます。

●
○

有効性

障がい者の適性と能力に応じた就労形態が選択できるよ
う、多様な就労支援のメニューを整備することは有効です。 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

障がい者の意向、障がい特性、生活状況、就業歴に応じた
適切なサービスの利用を選択することが可能となることか
ら、妥当性は高いと思われます。

●
○
○

効率性

障害者自立支援法施行前の授産施設、福祉工場、地域作
業所などの形態から、当該事業に移行するための効果的
かつ効率的な支援策について検討する必要があります。

○
●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 就労移行・就労継続支援事業利用者数 単位 人

目標 50 470 470
実績 66 178 249

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 10 27 33

実績

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 就労移行・就労継続支援事業所数 単位 箇所

目標 7 29 30

委託、協働
目的・目標 事業の概要

就労を望む障がい者に就労の機会が広がり、職場に定着し
ています。

障がい者が地域で自立した就労を希望する自立した生活を
送れるようにするため、必要な指導・訓練を行うととも
に、就労の機会や生産活動の機会を提供します。

根拠法令等 障害者自立支援法
対象・受益者 障がい者 事業期間

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち
'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する
'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 7

事務事業名 就労移行・就労継続支援事業
事業担当
事業種類



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ｃ Ｃ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

本市は、障害者地域作業所が多
く、障がい者の希望と特性に応じ
た就労形態が選択できるよう移行
に向けた適切な支援を行いたい。

障害者地域作業所の法内施設への
移行が進む中、障がい者の希望と
特性に応じた就労形態が選択でき
るよう移行に向けた適切な支援を
行います。

障害者地域作業所の法内施設への
移行が進む中、障がい者の希望と
特性に応じた就労形態が選択でき
るよう移行に向けた適切な支援を
行います。

主な取組と成果

小規模通所授産２箇所が、就労移
行支援及び就労継続支援Ｂ型に移
行し、身体障害者通所授産１箇所
が就労継続支援Ｂ型に移行した。
これにより障がい者が地域で自立
した生活を送ることができるよう
に就労移行・就労継続支援を推進
することができた。

旧法施設１か所が、就労移行支
援、就労継続支援Ａ型及びＢ型に
移行し、障害者地域作業所２か所
が就労継続支援Ｂ型に移行しまし
た。これにより障がい者が就労に
向けて訓練するための環境を整え
ました。

障害者地域作業所２か所が就労継
続支援Ｂ型に移行しました。これ
により障がい者が就労に向けて訓
練するための環境を整えました。
なお、利用者数については各事業
所の利用定員の設定が想定を下
回ったため、これに伴い実績が上
がりませんでした。

検証結果 ：成果があがった ：十分に成果をあげることができなかった ：十分に成果をあげることができなかった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 70,237 139,541 240,146
人件費　(B) 18,880 18,880 15,877

内
訳

職員　(人) 2.25 2.25 1.90
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 71.33 17.83 33.14
事業費　(A) 51,357 120,661 224,269

その他　特財 0 0 0
58,091

県支出金 596 31,690 52,770財
源
内
訳

国庫支出金 1,568 60,838 113,408

起債 0 0 0

一般財源 49,193 28,133

事業内容

就労移行支援事業、就労継続支
援事業

就労移行支援事業、就労継続支
援事業

就労移行支援事業、就労継続支
援事業

8

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

福祉部　障がい福祉課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

国で義務付けた障がい福祉サービスはもとより、障害のあ
る方の地域生活を支える市町村が実施主体となる地域生
活支援事業の実施は、市民ニーズがあり、市が関与する
必要性が高いと思われます。

●
○

有効性

市町村が実施主体となる地域生活支援事業については、
障がいのある方のニーズや地域の特性に合った施策を展
開していることから、有効性は高いと思われます。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

障害のある方が各種の在宅サービスを受けることで、地域
で安心して生活できることから、妥当性は高いと思われま
す。

●
○
○

効率性

地域生活支援事業においては、利用を希望するサービス
が確保され、かつ、目的に合った良質のサービスが提供さ
れるよう、必要によって事業手法を検討する必要がありま
す。

○
●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 在宅福祉サービス利用者数 単位 人

目標 2300 2350 2400
実績 2039 2125 2430

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 7485 13310 16735

実績

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 支給決定数・利用登録者数 単位 人

目標 5500 7500 7550

目的・目標 事業の概要
障がい者が、障がい特性やニーズに応じた各種の在宅サー
ビスを受けて地域で安心して生活しています。

在宅障がい（児）者の日常生活を支援するため、ホームヘ
ルプ、短期入所、児童デイサービスなどの介護給付費等の
支給や障がい特性に応じた移動などの支援、障がい児タイ
ムケア事業などを実施します。

対象・受益者 障がい者 事業期間

'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する
根拠法令等 障害者自立支援法

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 9

事務事業名 障害者在宅福祉サービス事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち

委託、協働

'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ｂ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

障害者自立支援法の仕組みのもと
で、より多くの人がより適した在
宅サービスを利用できるよう当該
事業を実施する。

障害者自立支援法の仕組みのもと
で、より多くの人がより適した在
宅サービスを利用できるよう当該
事業を実施します。

障害者自立支援法の仕組みのもと
で、より多くの人がより適した在
宅サービスを利用できるよう当該
事業を実施します。一方で、自立
支援法の廃止方針が示されている
ことを踏まえ、新制度の情報収集
を進める必要があります。

主な取組と成果

在宅障がい（児）者に対し、ホー
ムヘルプ、短期入所、児童ディ
サービスなどの介護給付費や、移
動支援、障がい児タイムケアなど
の地域生活支援事業の給付費を支
給したことにより、日常生活の支
援を行うことができた。

在宅障がい（児）者に対し、ホー
ムヘルプ、短期入所、児童ディ
サービスなどの介護給付費や移動
支援、障がい児タイムケアなどの
地域生活支援事業の給付費を支給
したことにより、日常生活の支援
を行うことができました。

在宅障がい（児）者に対し、ホー
ムヘルプ、短期入所、児童ディ
サービスなどの介護給付費や移動
支援、障がい児タイムケアなどの
地域生活支援事業の給付費を支給
したことにより、日常生活の支援
を行うことができました。

検証結果 ：おおむね成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 497,540 762,501 1,141,572
人件費　(B) 44,473 44,473 38,438

内
訳

職員　(人) 5.30 5.30 4.60
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 108.15 171.39 263.32
事業費　(A) 453,067 718,028 1,103,134

その他　特財 0 0 0
376,656

県支出金 75,486 170,671 246,721財
源
内
訳

国庫支出金 181,418 293,454 479,757

起債 0 0 0

一般財源 196,163 253,903

事業内容

介護給付、訓練等給付、地域生
活支援事業

介護給付、訓練等給付、地域生
活支援事業

介護給付、訓練等給付、地域生
活支援事業

10

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　こども家庭課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
■ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
□ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
■ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

相談者が質の高い療育を求めていることから必要性は高
く、また、相談者が幼稚園・保育所に在籍しているケースも
増加していることから、巡回相談や軽度発達障害、就園後
の相談ニーズが高まってきています。

●
○

有効性

課題のある子どもの対応（育児）のしやすさにもつながり、
子育て支援、虐待予防、親の精神障害予防の観点からも
相談の有効性があるほか、早期発見、相談により、子ども
自身への発達支援、二次障がい予防となります。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

相談の件数や巡回相談のニーズが増加しており、専門支
援スタッフの対応可能な時間が不足しています。 ○

●
○

効率性

民間活力の導入で相談やマンパワーの効率化が図られま
すが、そのためには民間機関が専門スタッフのいる療育相
談室を必要時に主体的に活用できるよう働きかけ、機関自
身の相談支援機能を強化する必要があります。

○
●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 来所等による利用実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 相談延べ件数 単位 件

目標 1600 2200 2250
実績 2151 2082 2979

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 245 243 242

実績

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 相談窓口開設日数 単位 日

目標 240 245 245

目的・目標 事業の概要
心身の障がいや発達に疑いのある子どもとその保護者が、
早期から適切な生活指導や機能訓練を受けています。

障がいの早期発見、適切な早期療育のため、専門職が心身
の障がいや発達に疑いのある子供の相談を受け、医師や理
学療法士などと、早期に適切な生活指導や機能訓練を実施
します。

対象・受益者 未就学児 事業期間

'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する
根拠法令等

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 11

事務事業名 地域療育システム事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち

委託、協働

'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

必要性、有効性の観点から、相談
者が増加しても質の確保は必要で
あり、通園センターとの連携をよ
り強化し、組織の一体的な運用を
今後も図る必要がある。また、幼
稚園・保育所・民間機関などの支
援をしていくことで、直接支援の
可能性を広げていく。

必要性、有効性の観点から、相談
者が増加しても質の確保は必要で
あり、通園センターとの連携をよ
り強化し、組織の一体的な運用を
今後も図る必要があります。ま
た、幼稚園・保育所・民間機関な
どの支援をしていくことで、直接
支援の可能性を広げていく必要が
あります。

必要性、有効性の観点から、相談
者が増加しても質の確保は必要で
あり、通園センターとの連携をよ
り強化し、組織の一体的な運用を
今後も図る必要があります。ま
た、幼稚園・保育所・民間機関な
どの支援をしていくことで、直接
支援の可能性を広げていく必要が
あります。

主な取組と成果

民間児童デイサービス事業所の活
力導入により縮小した平塚市通園
センターのマンパワーを活用する
ことで、経過観察グループ、市内
幼稚園・保育所への巡回相談を充
実することができた。また、理学
療法士の勤務日数を振り分けるこ
とで、臨床心理士の配置体制を週
５日とし、新たに作業療法士、言
語聴覚士を配置した。障がいがあ
ることで一般の子育て支援セン
ターなどに行きづらさを感じてい
る親への子育て支援として「子育
て交流ひろば」を開始し、支援体
制を充実することができた。

平成１９年度に引き続き、民間児
童デイサービス事業所の活力導入
を推進し、平塚市通園センターの
マンパワーを活用することで、経
過観察グループ、市内幼稚園・保
育所への巡回相談を充実すること
ができました。また、障がいがあ
ることで子育て支援センターなど
に行きづらさを感じている親への
子育て支援として「子育て交流ひ
ろば」の実施や、保護者に対する
メンタルサポート事業として「お
母さんのためのワークショップ」
を実施し、支援体制を充実するこ
とができました。

一人ひとりの子どもに対する支援
方法について、医療・保健・教
育・地域・福祉等さまざまな機関
と意見交換を重ね、地域での療育
支援の連携（システム化）を図る
ことができました。また、子育て
支援の一環として「子育て交流ひ
ろば」や、「お母さんのための
ワークショップ」を実施しまし
た。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 30,277 30,030 36,811
人件費　(B) 18,041 18,041 23,815

内
訳

職員　(人) 2.15 2.15 2.85
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 90.34 88.51 95.95
事業費　(A) 12,236 11,989 12,996

その他　特財 0 0 0
12,996

県支出金 0 248 0財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 12,236 11,741

事業内容

療育相談室における生活指導、
機能訓練など

療育相談室における生活指導、
機能訓練など

療育相談室における生活指導、
機能訓練など
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平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額


